
１１１１　　　　総括総括総括総括((((1111) ) ) ) 人件費人件費人件費人件費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算））））
((((2222) ) ) ) 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況（（（（普通会計決算普通会計決算普通会計決算普通会計決算）））） 　　　　　　　（注）１　職員手当には退職手当を含まない。      ２　職員数は、平成２１年４月１日現在の人数である。((((3333) ) ) ) 特記事項特記事項特記事項特記事項特になし((((４４４４) ) ) ) ラスパイレスラスパイレスラスパイレスラスパイレス指数指数指数指数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

２０年度の人件費率　　　　　　　　　　　％16.1人　
715,518

人 件 費　　　　　　Ｂ Ｂ／Ａ人 件 費 率 （参考）16.3　　　　　千円区分 歳 出 額　　　　　　Ａ住民基本台帳人口　　　　　（21年度末）
　　　　　　Ａ人 　　　　　千円 千円510 1,935,404

名護市名護市名護市名護市のののの給与給与給与給与・・・・定員管理等定員管理等定員管理等定員管理等についてについてについてについて

　　　　　　％737,750 4,626,466
給与費 B/A

28,389,820区　　分
実 質 収 支

職員数
　　　　　千円

年度
年度21
21

　　　　　　　千円59,869
291,284 2,942,206 一人当たり5,769 （参考）類似団体平均千円給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費千円給　 料 職員手当 期末・勤勉手当 一人当たり給与費　　計　　Ｂ千円 千円 6,119

105

（例）

1
（注）１ ラスパイレス指数とは、国家公務員の給与水準を100とした場合の地方公務員の給与水準を示す指数である。　　　２　類似団体平均とは、人口規模、産業構造が類似している団体のラスパイレス指数を単純平均したものである。
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((((５５５５))))給与改定給与改定給与改定給与改定のののの状況状況状況状況①月例給
（注）「民間給与」、「公務員給与」は、人事院勧告において公民の４月分の給与額をラスパイレス比較した平均給与額である。本市は人事委員会を設置していないため、「人事委員会の勧告」欄は記載なし。②特別給 A B（注）「民間の支給割合」は民間事業所で支払われた賞与等の特別給の年間支給割合、「公務員の支給月数」は期末手当及び勤勉手当の年間支給月数である。本市は人事委員会を設置していないため、「人事委員会の勧告」欄は記載なし。

２２２２　　　　一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表一般行政職給料表のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） （単位：円）１号給の給料月額最高号給の給料月額

（参考）国の改定率 ％△ 0.19％△ 0.14
人事委員会の勧告民間給与 公務員給与 較差 勧告A B A－B （改定率） 給与改定率円 円 円 ％区分２２年度

（改定月数） 支給月数
― ― ― ―

２２年度 月 月 月 月 月 月― ― ― ― 3.95 3.95区分 人事委員会の勧告 年間支給月数 （参考）民間の支給割合 公務員の支給月数 較差 勧告 国の年間A－B
１級135,600244,100 ２級185,800309,900 ６級321,100425,900３級222,900359,200 ４級262,300396,800 ７級367,200460,300５級289,700405,700

2

３３３３　　　　職員職員職員職員のののの平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額、、、、初任給等初任給等初任給等初任給等のののの状況状況状況状況((((1111) ) ) ) 職員職員職員職員のののの平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢、、、、平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及平均給料月額及びびびび平均給与月額平均給与月額平均給与月額平均給与月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））　　　　①一般行政職 歳 円 円 円歳 円 円 円歳 円 円歳 円 円 円　　　　②技能労務職
歳 人 円 円 円歳 人 円 円 円 歳 円歳 人 円 円 円 歳 円歳 人 円 円 円歳 人 円 円歳 人 円 円 円342,512 ―49 312,374 ――

名護市うち用務員うち調理員
類似団体国 48.749.3

50.2
―

― 1.5203,70053.8 213,600―42.4243,955 1.8―― ―――――322,291 調理員用務員50.0 ――296,13148.9 273,648366,831平均年齢
284,514

参考（Ｂ）平均給与月額民　　　間 Ａ／Ｂ対応する民間の類似職種 平均年齢289,714
43.8

309,672平均給与月額平均給料月額職員数
国 41.9

（国ベース）平均給与月額（Ａ）
351,761358,314307,366335,606 366,140395,666名護市沖縄県

区　　分
394,618類似団体 312,70042.0

公　務　員
平均給料月額

―
29

―

―

平均給与月額（国ベース）区　　分 平均年齢

296,131309,672
337,023344,110325,579

374,174沖縄県 374,671328,520350 327,7005 359,163

平均給与月額

56.2

42.3

374,671
2



円 円円 円
　　　③幼稚園教諭職 歳 円 円歳 円 円歳 円 円④税務職 歳 円 円 円歳 円 円歳 円 円 円

43.9 364,000類似団体 286,247
3,008,000

平均給料月額 平均給与月額
※民間データは、賃金構造基本統計調査において公表されているデータを使用している。（平成1９～2１年の３ヶ年平均）※技能労務職の職種と民間の職種等の比較にあたり、年齢、業務内容、雇用形態等の点において完全に一致しているものではない※年収ベースの「公務員（Ｃ）」及び「民間（Ｄ）」のデータは、それぞれ平均給与月額を１２倍したものに、公務員においては

401,243

名護市 2.1うち調理員 4,828,236 2,630,000 1.8―6,178,904うち用務員

330,615268,907

参考年収ベース（試算値）の比較 ―区　　分 （Ｄ）―

356,08838.5区　　分 平均年齢

公務員（Ｃ） 民間 Ｃ／Ｄ

43.3沖縄県名護市前年度に支給された期末・勤勉手当、民間においては前年に支給された年間賞与の額を加えた試算値である。
区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース）名護市 40.7 296,711 346,002 319,168国 42.7 375,438 ― 445,250類似団体 39.4 301,806 380,340 325,093

3

歳 円 円 円⑤福祉職 歳 円 円 円歳 円 円歳 円 円 円⑥保健職 歳 円 円 円歳 円 円歳 円 円 円⑦消防職 歳 円 円 円歳 円 円 円

類似団体 39.4 301,806 380,340 325,093

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース）名護市 37.0 268,121 346,405 323,164類似団体 39.8 308,812 376,327 340,607

区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース）名護市 56.4 404,265 419,532 416,546国 40.2 320,702 ― 363,932類似団体 43.3 318,572 344,254 329,795区　　分 平均年齢 平均給料月額 平均給与月額 平均給与月額（国ベース）名護市 36.1 270,090 315,387 296,355国 45.5 318,285 ― 348,250類似団体 39.7 299,799 350,777 312,394

3



（注）１　「平均給料月額」とは、平成２２年４月１日現在における各職種ごとの職員の基本給の平均である。      ２　「平均給与月額」とは、給料月額と毎月支払われる扶養手当、地域手当、住居手当、時間　　　　　 　　　　外勤務手当などのすべての諸手当の額を合計したものであり、地方公務員給与実態調査にお　　　　いて明らかにされているものである。　　　　　　また、「平均給与月額（国ベース）」は、国家公務員の平均給与月額には時間外勤務手当、　　　　　　　特殊勤務手当等の手当が含まれていないことから、比較のため国家公務員と同じベースで再　　　　計算したものである。((((2222) ) ) ) 職員職員職員職員のののの初任給初任給初任給初任給のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円円 円 －円 円 －((((3333) ) ) ) 職員職員職員職員のののの経験年数別経験年数別経験年数別経験年数別・・・・学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額学歴別平均給料月額のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円 円円 円 円円 円 円円 円 円
４４４４　　　　一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数等級別職員数等級別職員数等級別職員数等のののの状況状況状況状況((((1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
技能労務職 高　校　卒 ―

高　校　卒一般行政職 129,200経験年数１０年 経験年数１５年
沖縄県135,897

経験年数２０年335,433
172,200名護市 国167,034133,084

225,433247,967
大　学　卒高　校　卒中　学　卒 140,100137,200区　　　　　分

一般行政職
140,100技能労務職 172,200

大　学　卒区　　　　分高　校　卒 281,950304,350
125,324

293,133216,933 261,200― ― ―中　学　卒

4

((((1111) ) ) ) 一般行政職一般行政職一般行政職一般行政職のののの級別職員数級別職員数級別職員数級別職員数のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））人 ％人 ％人 ％人 ％人 ％人 ％人 ％（注）１　名護市区町村の給与条例に基づく給料表の級区分による職員数である。      ２　標準的な職務内容とは、それぞれの級に該当する代表的な職務である。

標準的な職務内容
４級 特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事及びこれに相当する職の職務主事及びこれに相当する職の職務

係長、主査及びこれらに相当する職の職務高度の知識又は経験を必要とする業務を行う主事及びこれに相当する職の職務 職員数
79

１級 51２級３級 14.2
課長、室長、支所長、館長、主幹及びこれらに相当する職の職務６級 11.2困難な業務を所掌する課長、室長、支所長、館長、主幹及びこれらに相当する職の職務 2.81040５級

区　　分

７級

構成比
12120 33.53.422.1

12.846

部長、教育次長、議会事務局長、消防長、参事及びこれらに相当する職の職務

4



  

　（注） 平成18年度に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　
１級12.8% １級12.6% １級0.5%２級14.2% ２級16.6% ２級4.6%
３級22.1% ３級17.6% ３級11.3%

４級33.5% ４級34.2%
４級10.8%

５級3.4% ５級4.5%
５級3.0%

６級11.2% ６級11.5%
６級23.7%

７級2.9% ７級2.9% ７級4.8%８級8.6% 9級3.5%
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平成２２年の構成比 １年前の構成比 ５年前の構成比

5

　（注） 平成18年度に８級制から６級制に変更している。（旧給料表の１級及び２級並びに４級及び５級をそれぞれ　 　　統合）　　　　　((((2222) ) ) ) 昇給昇給昇給昇給へのへのへのへの勤務成績勤務成績勤務成績勤務成績のののの反映状況反映状況反映状況反映状況　
５５５５　　　　職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況((((1111) ) ) ) 期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当 千円 千円（２１年度支給割合） （２１年度支給割合） （２１年度支給割合）期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　勤勉手当 期末手当　　　　　　　　　　　  勤勉手当 月分  月分  月分  月分  月分  月分（ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分 （ ）月分 ( ）月分（加算措置の状況） （加算措置の状況） （加算措置の状況）職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置・職務の級により５～15％の加算 ・役職加算　５～20％ ・役職加算　５～20％・管理職加算　10％ ・管理職加算　10～25％（注）　(  )内は、再任用職員に係る支給割合である。

0.650.70
１人当たり平均支給額（２１年度）名護市 沖縄県

1.55 0.751.6

人事評価制度未策定のため原則一律支給　勤務成績が不良の職員は昇給号給を減して支給

― ― 1.30
１人当たり平均支給額（２１年度）

2.752.85 1,5073.45 1,382 1.40
国―

5



【参考】勤勉手当への勤務実績の反映状況（一般行政職）
((((2222) ) ) ) 退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分その他の加算措置 その他の加算措置　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算） 　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算）１人当たり平均支給額　　　　 千円（注）退職手当の１人当たり平均支給額は、平成２１年度に退職した職員に支給された平均額である。((((3333) ) ) ) 地域手当地域手当地域手当地域手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

59.28 47.5033.5033.50
22,634

23.50 59.2859.28 59.2830.5541.3423.5047.50

国の制度（支給率）支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）支給実績（平成２１年度決算）
※名護市は地域手当該当しないため記入無

59.28 30.5541.3459.28
国名護市

支給対象職員数 千円― 円―％― 人― ％―

人事評価制度未策定のため原則一律支給　勤務成績が不良の職員は減額支給

―支給対象地域 支給率

66



((((４４４４） ） ） ） 特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） 千円　円　％

感染症患者若しくは感染症の疑いのある患者の救護又は汚染の疑いのある物件、場所の消毒その他の処理作業又は家畜伝染病の防疫作業に従事した職員保健師業務
月額　3,500円

月額　5,000円
日額　1,000円

61,678

月額　2,000円保健師

26.912主な支給対象職員市税の賦課、調査、検査及び評価を本務とする職員市税の徴収及び滞納金処理に出向いた職員感染病予防作業等に従事する職員 日額　150円日額　290円
日額　2,500円

左記職員に対する支給単価月額　2,500円

行旅死亡人の措置業務に従事した職員 行旅死亡人の措置業務福祉に係る現業の業務又は指導監督等のため対象者の訪問業務

支給実績（平成２１年度決算）

福祉事務所において福祉に係る現業の業務又は指導監督等のため対象者の訪問を本務とする職員

8,450支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度）

精神病者及び行旅病人の措置業務

税務手当
防疫作業手当
精神病者及び行旅病人取扱手当保健指導手当

手当の名称
市税の徴収及び滞納金処理業務

福祉事務所従事者手当

手当の種類（手当数）
徴税手当

行旅死亡人取扱手当

市税の徴収及び滞納金処理を本務とする職員
精神病者及び行旅病人の措置に従事した職員

主な支給対象業務市税の賦課、調査、検査及び評価に係る業務市税の徴収及び滞納金処理に係る業務

7

((((５５５５) ) ) ) 時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当 千円千円千円千円

保育業務

日額　1,300円救助、捜索活動又は訓練での潜水に従事した職員 市外出動　1回につき750円
月額　2,000円

消防職 救急、火災、救助、捜索、風水害、その他出動業務
沖縄県職員の給与に関する条例に準ずる市内出動　1回につき200円月額　4,000円消防吏員救急、火災、救助、捜索、風水害、その他出動業務に従事した職員

指導主事業務

支給実績（平成２０年度決算） 16292,287176
救助、捜索活動又は訓練での潜水業務

指導主事

89,708職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算）

消防職員手当
潜水手当救急、火災等出動手当
支給実績（平成２１年度決算）

保育士保育手当義務教育等教員特別手当

職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）
7



((((６６６６) ) ) ) そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
円
円
円
円
円

同 14,908
管理又は監督の地位にある職員に支給。部長62,000円、参事52,000円、課長38,000円、主幹33,000円。

国の制度と異なる内容棒給の特別調整額棒給月額の8～25％
支給実績

同
20,152自動車等使用者の額

内容及び支給単価 異休日において正規の勤務時間に勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１時間につき、１時間当たりの給与額に125/100から150/100までの範囲内で規則で定める割合を乗じた額。

通勤手当
同

524,260

0
1,904

千円
千円
千円

36,174（平成２１年度決算） （平成２１年度決算）平均支給年額国の制度との異同 支給職員１人当たり
252,679休日勤務手当

夜間勤務手当
64,796
42,306

千円手　当　名

正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１時間につき、勤務１時間当たりの給与額の25/100の額。宿日直勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１回につき4,200円を超えない範囲内で規則で定める額。宿日直手当 通勤距離が２Km以上で交通機関を利用する職員には運賃相当額（最高55,000）を支給。自動車等の交通用具を使用する職員には距離に応じて2,300円から40,000円を支給。

管理職手当

0
千円異

8

円
円

扶養手当 66,906
千円同・自ら居住するための住宅を借り受け家賃を支払っている職員。家賃額に応じ最高27,000円。・新築し又は購入した住宅に居住し、新築又は購入された日から起算して５年を経過しない住宅に居住する世帯主である職員。2,500円。

扶養親族（配偶者、満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子、満60歳以上の父母等）のいる職員に支給。配偶者13,000円、その他6,500円（職員に配偶者がない場合、１人については11,000円）、16歳から22歳の子１人につき5,000円加算。 50,981
同

住居手当
じて2,300円から40,000円を支給。 千円 255,364

249,906

8



６６６６　　　　特別職特別職特別職特別職のののの報酬等報酬等報酬等報酬等のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）円 円／ 円（ 円 ）月分月分　　 （算定方式） （１期の手当額） （支給時期）給料月額×在職年数×500/100 任期毎給料月額×在職年数×300/100 任期毎
3.1副 議 長市 区町村長副市町村長
3.1

議 長
期末手当 市 区町村長副市町村長
退職 議 員

267,600295,000
（参考）類似団体における最高／最低額

17,380,000円
議 長

706,000869,000給 料 月 額 等992,000区 分市 区町村長副市町村長
359,000

560,000

500,000給料
　　（平成２１年度支給割合）

484,000報酬 副 議 長議 員 620,000690,000426,000400,000
　　（平成２１年度支給割合）

8,472,000円

804,000 395,000

9

給料月額×在職年数×300/100 任期毎(注）１　給料及び報酬の（　）内は、減額措置を行う前の金額である。                              ２　退職手当の「１期の手当額」は、４月１日現在の給料月額及び支給率に基づき、１期（４年＝48月）           勤めた場合における退職手当の見込額である。                                 備　　　　考副市町村長職手当 8,472,000円
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７７７７　　　　職員数職員数職員数職員数のののの状況状況状況状況((((1111) ) ) ) 部門別職員数部門別職員数部門別職員数部門別職員数のののの状況状況状況状況とととと主主主主なななな増減理由増減理由増減理由増減理由 （各年４月１日現在）

人人）
人人）

伴う社会福祉課業務強化により１名（減理由２１名）退職不補充により４名、新規採用決定後の機構改革により４名、業務の効率化で１０名、
（減理由７名）業務の縮小で１名、退職不補充で４名、採用採用辞退により１名、新規採用決定後の退職

　　　　　    　　　区分部　　門 主 な 増 減 理 由

22

計 340
平成２１年

54.00

0

退職により３名普通会計部門 ＜参考＞
平成２２年 対前年増減数職 員 数

人口1万人当たり職員数
323

（類似団体の人口一万人当たり職員数
△ 17
△ 17323

消防部門 60
水道

一般行政部門 340

22小　計 60535 511 △ 240

施設管理係設置により３名、生活保護世帯増に（増理由４名）

61.25
により１名＜参考＞ 85.40（類似団体の人口一万人当たり職員数人口1万人当たり職員数

教育部門 135 128 △ 7 45.87

10

人（注）１　職員数は一般職に属する職員数である。　　　２　[     ]内は、条例定数の合計である。
国民健康保険業務効率化で１名

[      672        ］
22 0

人口1万人当たり職員数[     0     ］567 △ 25
△ 157 56小　計　公　営　企会　業計　等部　 　門 592

下水道その他 24
合　　計 [      672        ］

水道
＜参考＞

22 2311 011 △ 1 94.7

10



((((2222) ) ) ) 年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成年齢別職員構成のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））

　
～40歳 ～ 人 人56653 119 2人 計36歳27歳～24歳 ～ 39歳～20歳 32歳35歳人人 66 47 ～ ～56歳 60歳52歳～ 55歳43歳 47歳 51歳30 43人 人 人 人68職員数 48歳 以上人 44歳28歳人 59歳～ ～区　分 0 18 31歳71人23歳20歳

49未満 人
0

5

10

15

20

25 構成比５年前の構成比
%

11

((((3333) ) ) ) 職員数職員数職員数職員数のののの推移推移推移推移
（注）　各年における定員管理調査において報告した部門別職員数。60

（単位：人・％）　　　　　　　　　　　区分部　門 22年一般行政教　育公営企業計
349１７年140 136 349368 358 59 56567 (3.7)％

１８年 １９年 ２０年136 60609 60056消　防 604622 6054 56 5759213559 60 340135 323２１年
△ 55
△ 45△ 12過去５年間の増減数（率）60 02128 （-8.8）％

（-12.2）％（-8.6）％（-）％
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７７７７　　　　公営企業職員公営企業職員公営企業職員公営企業職員のののの状況状況状況状況((((1111))))　　　　水道事業水道事業水道事業水道事業  　① ① ① ① 職員給与費職員給与費職員給与費職員給与費のののの状況状況状況状況ア　決算 職員給与費 　（参考）
　　　　　　　（注）１　職員手当には退職給与金を含まない。      ２　職員数は、平成22年3月31日現在の人数である。② ② ② ② 職員職員職員職員のののの基本給基本給基本給基本給、、、、平均月収額及平均月収額及平均月収額及平均月収額及びびびび平均年齢平均年齢平均年齢平均年齢のののの状況状況状況状況（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））歳 円 円歳 円 円（注）平均月収額には、期末・勤勉手当等を含む。   ③ ③ ③ ③ 職員職員職員職員のののの手当手当手当手当のののの状況状況状況状況アアアア　　　　期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当

354,082基本給48.4団 体 平 均 366,719 539,547

年度 　　　　千円

546,495　　　　　　区　　分名 護 市 平均月収額
32,236

区　　分 総費用 純損益又は実
137,810給　　　　　　　　　与　　　　　　　　　費

平　均　年　齢
一人当たり給与費 （参考）類似団体平均

20年度の総費用に占　　　　　　Ｂ／Ａ ％

45.6

総費用に占める　質収支
21 職員数 11.2Ｂ　 ％

期末・勤勉手当1,360,911 152,23821区　　分 千円　Ａ  
　　　　　　Ａ 給　 料 職員手当

千円　
20 82,796 　　計　　Ｂ千円 　　　　　千円 千円10,259人 千円

職員給与費比率
千円年度 6,567

める職員給与費比率
125,291 6,265 千円B/A 一人当たり給与費11.1

12

アアアア　　　　期末手当期末手当期末手当期末手当・・・・勤勉手当勤勉手当勤勉手当勤勉手当 千円　 千円　（平成２１年度支給割合） （平成２１年度支給割合）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　期末手当　 勤勉手当 　　期末手当　 勤勉手当 月分  月分  月分  月分（ ）月分 （ ）月分 （ ）月分 （ ）月分（加算措置の状況） （加算措置の状況）職制上の段階、職務の級等による加算措置 職制上の段階、職務の級等による加算措置・職務の級により５～15%の加算 ・職務の級により５～15%の加算（注）　(　  )内は、再任用職員に係る支給割合である。イイイイ　　　　退職手当退職手当退職手当退職手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））（支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年 （支給率）　　　　　　　　　　　　　　自己都合 勧奨・定年勤続２０年 月分 月分 勤続２０年 月分 月分勤続２５年 月分 月分 勤続２５年 月分 月分勤続３５年 月分 月分 勤続３５年 月分 月分最高限度額 月分 月分 最高限度額 月分 月分その他の加算措置 その他の加算措置　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算） 　定年前早期退職特例措置(2％～20％加算）
41.34

0.70―0.70― ―

47.50 59.28 59.2823.50 30.5559.2859.28

―

47.5030.5559.2833.50

3.45 3.45
名護市（一般行政職）１人当たり平均支給額（２１年度）

59.2841.3423.50名護市 名護市（一般行政職）

1,612名護市１人当たり平均支給額（２１年度） 1,382

33.50
12



ウウウウ　　　　特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当特殊勤務手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在）））） 千円　円　％エエエエ　　　　時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当時間外勤務手当 千円千円千円千円（注） 時間外勤務手当には、休日勤務手当を含む。オオオオ　　　　そのそのそのその他他他他のののの手当手当手当手当（（（（平成平成平成平成２２２２２２２２年年年年４４４４月月月月１１１１日現在日現在日現在日現在））））
円

――支給実績（平成２１年度決算）職員全体に占める手当支給職員の割合（平成２１年度） ― 0
支給実績（平成２０年度決算）

管理又は監督の地位にある職員に支給。部長62,000円、参事52,000円、課長38,000円、主幹33,000円。

手当の種類（手当数）
1,442

支給職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

474,000千円 （20年度決算）支給職員１人当たり（20年度決算）支給実績
支給実績（平成２１年度決算）職員１人当たり平均支給年額（平成２１年度決算）

平均支給年額
1,835

手　当　名管理職手当 内容及び支給単価
69

同じ
一般行政職の制度との異同 一般行政職の制度と異なる内容

扶養親族（配偶者、満22歳に達する日以後の最初の３月31日までの間にある子、満60歳以上の父母等）

職員１人当たり平均支給年額（平成２０年度決算） 92

2,844

13

円
円
円
円
円正規の勤務時間として午後10時から翌日の午前５時までの間に勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１時間につき、勤務１時間当たりの給与額の25/100の額。

住居手当 ・自ら居住するための住宅を借り受け家賃を支払っている職員。家賃額に応じ最高27,000円。・新築し又は購入した住宅に居住し、新築又は購入された日から起算して５年を経過しない住宅に居住する世帯主である職員。2,500円。
休日において正規の勤務時間に勤務を命ぜられた職員に支給。勤務１時間につき、１時間当たりの給与額に125/100から150/100までの範囲内で規則で定める割合を乗じた額。

通勤手当
休日勤務手当

通勤距離が２Km以上で交通機関を利用する職員には運賃相当額（最高55,000）を支給。自動車等の交通用具を使用する職員には距離に応じて2,300円から40,000円を支給。

扶養手当

同じ

233,200
同じ 1,345 千円

3,498 千円

千円― ―
千円 41,000

168,063
千円―

夜間勤務手当

同じ
同じ
同じ

328

間にある子、満60歳以上の父母等）のいる職員に支給。配偶者13,000円、その他6,500円（職員に配偶者がない場合、１人については11,000円）、16歳から22歳の子１人につき5,000円加算。

―
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